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研究成果の概要（和文）：　地球温暖化、海洋汚染、生物多様性の減少等、グローバル化した現代社会の環境問題に対
処するためには、環境条約と各国の国内法・政策との連結と相互浸透が不可欠だが、その適正な確保は必ずしも容易で
はない。本研究はこの問題に対処するため、国際法学、行政法学、行政学、環境法政策論を含む学際的研究として、地
球温暖化、オゾン層の破壊、廃棄物・化学物質の規制、海洋汚染、生物多様性・自然保護、原子力安全規制を含む主要
問題領域について、日本における多国間環境条約の国内実施及び環境条約の定立と発展に対する国内法・政策の作用の
動態を実証分析し、その結果を統合して日本の特徴を解明するとともに、その課題と将来展望を探った。

研究成果の概要（英文）： It is indispensable for managing environmental problems in globalized societies 
to keep appropriate linkage between relevant international law and national law and policy. However, 
presumably it is not always easy due to various factors. The project, a multi-disciplinary study of 
public international law, administrative law, public administration and environmental law and policy, 
aims to find some good ways to deal with the problems. It has conducted comprehensive research on 
Japanese practice for implementing multilateral environmental agreements and on impact of Japanese law 
and policy on their negotiation process from various viewpoints. Based on the thorough analysis of six 
main fields of environmental issues, such as climate change, ozone depletion, marine pollution, 
management of hazardous wastes or chemicals, biological diversity and nuclear safety, the strength and 
weakness of Japanese practice has been identified. The problems and future prospects have been examined 
as well.

研究分野： 社会科学

キーワード： 国際環境法　環境法　環境条約　国際法と国内法の関係　条約の国内実施　国際法の執行　行政執行過
程
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 多数国間環境条約（環境条約）と締約国に
よるその国内における実施（国内実施）は、
現代の環境問題への対処においてきわめて
重要な意味をもつ。科学技術の発達を背景に、
今日の多くの環境問題は国境を越えるとと
もに、環境保全は国際社会一般の普遍的価値
として認識され、広範囲の関連事象が多様な
角度から国際法の規律対象になってきたか
らである。ここでは、条約と各国の関連国内
法制との「適正な」接合は不可欠であり、こ
の接合問題は条約の国内実施プロセスに顕
れる。 
 しかし、過去に国内外で、環境条約の国内
実施を真正面に据えた実証・理論研究は乏し
い。環境条約の遵守論の多くは国内実施の過
程には踏み込まず、国内実施法制を扱う僅か
な実証研究も、主に国家間比較を念頭におい
た解説か、個別環境分野の分析に留まる。ま
た、日本における実施研究も個別分野の法制
度の紹介にとどまる。一般に国際法研究者は
国内法の問題を回避しがちで、国内法研究者
も条約との連動を意識しないことが多い。さ
らに、この問題については動態的な規制過程
の考察が重要だが、従来の法学研究では裁判
に直結しない環境行政における法適用過程
は視野の外に置かれるという弱点もある。こ
の点で行政学との協働も必要だが、こうした
学際的共同研究はほぼ皆無であった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、グローバル化した現代の
日本社会における環境問題の解決に貢献し
持続可能な社会の実現に資するため、とくに
日本に焦点を当て、国際・国内的平面での環
境規律の連関はどうなっているか、適切な連
関とは何か、それを確保するためには現状を
踏まえてどうすべきか、ということを明らか
にすることである。具体的には、法学・政治
学を含む学際的かつ包括的な実証分析―多
国間環境条約の国内実施、及び環境条約の定
立・基準設定への国内法制の作用の動態の解
明―を行い、国際環境法の日本における国内
受容の現状と課題を整理し、将来展望を示す
ことをねらう。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、国際法学、行政法学、環境法学、
行政学、法政策論を包摂する学際的アプロー
チを含む複合的な視点から、日本における環
境条約の実施の動態について、複数の主要環
境部門・問題領域ごとに緻密な実証分析を行
い、その結果を統合することを通じて、実践
的にも有効な理論の構築をめざす。 
 具体的には、第一に、法・政策における国
際及び国内的平面間の関係一般、環境分野に
おける条約の執行過程論や遵守論等につい
て、国際法、行政法、環境法、政治学、行政
学の分野における先行研究のレビューを綿
密に行う。第二に、その成果も踏まえて学際

的視点から、基礎概念・認識枠組を組み立て
る。第三に、そのような枠組の下で、主要な
環境部門・問題領域（地球温暖化、オゾン層
保護、海洋汚染、化学物質規制、廃棄物の越
境移動規制、湿地保全、途中から原子力安全
規制）について、複数の担当者から成る専門
班をおき、班ごとに条約の構造、条約批准と
批准時の編入措置、国内法・政策の既存体系
への受容のあり方等について実証分析を行
い、その結果を理論的に整理する。その過程
では、実務に関する知見や新たな視点からの
学術的な示唆を得るため、関連省庁の行政実
務担当者、弁護士や NGO 含む関連機関の実
務専門家、国際関係論等他分野の研究者とも
意見交換や、条約実施の最新動向に関する海
外調査、条約事務局担当者、関連研究に関わ
る海外研究者らとの意見交換等も積極的に
行う。最後に、そこから得た知見を国際法、
国内法及び行政学の観点から再統合し、プロ
ジェクト全体における理論的・実践的な知見
をまとめる。 
 
４．研究成果 
（1）研究会を通じた実証分析成果の検証・
統合、多角的知見の獲得 
 研究期間の 5 年間に、下記の合計 19 回の
全体研究会・勉強会を開催した。研究会の企
画に当たっては、分担者の中間報告と討論、
関係行政・その他の実務担当者の報告と討論、
関連する他分野の研究者の報告と討論とい
う 3 本立てに留意し、多角的な知見の獲得、
実証分析成果の掘下げと統合作業を進めた。
その成果は、後述する各メンバーの個別発表
論文、主要法律雑誌における特集企画として
まとめた。外部講師の報告・討論（下記列挙）
の成果も、『新世代法政策学研究』を通じて
公刊した。 
①平成 22 年度：全体研究会等（8 回） 
・先行研究レビュー、基礎概念・認識枠組・
分析指標の構築（分担者の報告・全体討論） 

・個別環境部門・問題領域の各班による中間
報告・全体討論 

・国内司法機関による実施（分担者の報告・
全体討論） 

・M.D. Fenwick 氏（九州大学）「EU 法の国内
実施との比較」 

・松田誠氏（外務省）「実務としての条約締
結手続」[新世代法政策学研究 10 巻 301-330
頁] 

・上河原献二氏（上智大学・環境省）「条約
実施を通じた国内・国際双方向の変化：ワ
シントン条約制度実施を例として」 [新世
代法政策学研究 12 巻 197-214 頁] 

・坂元雅行氏（弁護士）「絶滅危惧種の違法
取引に対する法執行」 [新世代法政策学研
究 14 巻 137-184 頁] 

②平成 23 年度：全体研究会等（3 回） 
・基礎概念・認識枠組・分析指標の検証・整

序（分担者の報告と全体討論） 
・個別環境部門・問題領域の各班による中間



報告・全体討論（分担者の報告と全体討論） 
・中山隆治氏（環境省）「世界遺産条約の国

内実施の実態・小笠原諸島の事例」 [新世
代法政策学研究 18 巻 79-107 頁] 

・田中俊徳氏（北海道大学）「世界遺産条約
の特徴と動向・国内実施」[新世代法政策学
研究 18 巻 45-78 頁] 

・水野理氏（環境省）「海洋投棄汚染防止ロ
ンドン条約 1996 年議定書批准に向けた
2004 年法改正の概要」 

・竹本明生氏（アジア太平洋地球変動研究ネ
ットワーク）「海洋投棄汚染防止ロンドン
条約 1996 年議定書に基づく国内規制枠組
みについて―二酸化炭素改訂下貯留を中
心に」 

③平成 24 年度：全体研究会等（3 回） 
・個別環境部門・問題領域の各班による成果

報告・全体討論（分担者の報告と全体討論） 
・分析作業の中間成果に基づく統合的な論点

の抽出・検証（分担者の報告と全体討論） 
・グローバル化と行政法（ゲスト：斎藤誠氏

（東京大学）） 
・条約・議定書の締結とその担保・執行にか

かわる国内法の国家審議経過（ゲスト：小
幡雅男氏（元参議院環境委員会調査室）） 

④平成 25 年度：全体研究会等（4 回） 
・個別環境部門・問題領域の各班による報

告・全体討論 
・分析作業の成果の統合的検証（分担者の報

告と全体討論） 
・早水輝好氏・内藤冬実氏（環境法）「水銀

に関する水俣条約の交渉経緯及び概要並
びに国内担保の準備について」 

・磯崎博司氏（上智大学）「北見道路住民訴
訟札幌地裁判決について」 

・村上裕一氏（東京大学）「安全規制の国内
実施について」 

・中澤圭一氏（環境省）「名古屋議定書の概
要と国内措置の検討状況」 

⑤平成 26 年度：全体研究会等（4 回） 
・個別環境部門・問題領域及びその統合的成

果の再検証及び取り残した課題の整理（分
担者の報告と全体討論） 

・他分野（国際経済法）の国内実施との比較
検討（連携研究者の報告と全体討論） 

・取り残した環境部門・問題領域（損害賠償
分野、漁業分野）の予備的検討 

・石井敦氏（東北大学）・真田康弘（法政大
学）「捕鯨判決の意味するもの」 

・興津征雄氏（神戸大学）「グローバル行政
法研究の理論的課題―行政法学の視点か
ら」 

・宮野洋一氏（中央大学）「グローバル行政
法論について国際法学の視点から」 

・阪口功氏（学習院大学）「地球環境ガバナ
ンスの理論と実際」 

 
（2）海外調査と海外研究者との連携 
 メンバーが分担して、海外の条約事務局等
関連機関を訪問し、また分析・参照対象とな

る多くの環境条約の締約国会合・専門機関の
会合、その他の国際会議・シンポジウムに出
席することを通じて、条約の実施に関する最
新の動向を把握するとともに、関連研究に携
わる海外研究者と意見交換を行い、研究成果
に反映させるよう努めた。海外の条約事務局
訪問調査・関連会合出席の対象となった環境
条約は、気候変動枠組条約、京都議定書、有
害廃棄物越境移動規制バーゼル条約、湿地保
護ラムサール条約、野生動植物国際取引規制
ワシントン条約、越境環境影響評価条約、環
境に関する公衆参加オーフス条約等多く、国
際原子力機関等の国際機関やその関連ワー
クショップも対象となった。また、ケンブリ
ッジ大学国際法研究センター、ストックホル
ム大学の研究者らとも頻繁に意見交換を行
った。 
 
（3）公開セミナー・シンポジウムの開催と
成果物の刊行 
 本研究の成果は、研究期間全体において下
記 5．を含む多くの個別論文として刊行した。
さらに、本研究全体の統括的成果として、各
班の実証分析、その統合作業及び多角的視点
からの理論的探究の成果をとりまとめ、『論
究ジュリスト』7 号（2013 年）において「特
集 環境条約の国内実施―国際法と国内法の
関係」として公刊した。この特集は 13 本の
論文（総論 1 本、各環境部門・問題領域 7 本、
学問領域横断 3 本、多角的視点 2 本）及び 4
つのコラム（環境部門・問題領域横断的問題
提起）から構成され、環境分野における日本
の実行に焦点を当てた初めての包括的な実
証研究の成果として、高く評価された。 
 また、本研究の中間成果を踏まえて実務界、
他の分野の研究者等と討論し研究の質を高
めるため、2012 年度に下記の公開セミナーを
開催した。 

 「環境保全のための国際法と国内法の関
係―日本における環境条約の国内実施の
現状と課題」（上智大学法科大学院第 9 回
SELAPP セミナーと共催）（2012 年 6 月 2
日、上智大学） 

 さらに、2013 年度には、上記『論究ジュリ
スト』を踏まえて、本研究成果の社会発信、
各界専門家との討論、それに基づく全体的検
証・評価、今後の課題の抽出のために、東京
で公開シンポジウムを開催した。7 本の研究
報告により研究成果を包括的に呈示すると
ともに、多様なコメンテータ（中田昌宏氏（外
務省）、上河原献二氏（前環境省）、北村善宣
（上智大・環境法）、原田大樹氏（京都大・
行政法）、齊藤民徒氏（金城学院大・国際法
学））の参加も得て、活発な討論を行った。 

 「環境条約の国内実施―国際法と国内法
の関係」（北大高等法政教育研究センター
主催、上智大学法科大学院共催、環境法政
策学会・外務省・環境省後援）（2013 年 12
月 7 日、上智大学） 
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